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2014年度北海道最低賃金引き上げに向けた取り組み
１．若干の経過と情勢

（１）今年度の北海道最低賃金の改定に関する審議会（北海道最低賃金審議会）は、これまで２回開催され、改定に向けた審議が本格的にスタートしました。
北海道においては、昨年度は719円から15円引き上がり、現在、時給734円となっています。この引き上げ改定に伴う影響率は、全労働者で13.5％、パートに至っては33.0％であり、最低賃金引き上げの運動が道内経済の底上げ、セーフティーネットの役割として非常に重要であることも明らかとなっています。
（２）しかし、これまで当面の到達点として「生活保護費との整合」を要求はしてきましたが、全国で唯一、北海道のみが生活保護費との乖離（昨年の改定時点で７円）が生じることとなりました。まずはこの解消を最重点として取り組みを進め、最終的には連合リビングウェイジ870円と雇用戦略対話で示された時給1,000円の達成に向けて、取り組んでいく必要があります。

（３）2014春闘の結果は民間大手の結果は月例給や一時金の引き上げとなる反面、中小企業において一部波及はしているものの、僅かながらの引き上げに止まっており、残念ながら格差は広がってきているのは事実といえます。しかし、このような現状を解消するために経済活性化施策の展開をはじめとして、道民所得の底上げのための最低賃金引き上げは欠かすことのできない取り組みであり、生活保護費以下の地域別最低賃金はほとんどの県で解消されている全国的な動向などを踏まえながら、経営陣の英断を求めていかなくてはなりません。
（４）北海道審議会の結論が８月上旬には出される情勢にあることから、連合北海道として、北海道審議会・労働局・経営団体への要請行動を始めとし、第１合同庁舎前集会等の取り組みを実施することとなりました。自治労北海道本部としては、連合北海道が提起した諸行動について、全単組・総支部において、次のとおり取り組むこととします。

２．具体的な取り組みについて

（１）北海道地域最賃の大幅な引き上げを求める要請書行動
審議会の山場に向けて、別紙２の要請書案を参考に、全地本・単組・総支部執行委員長名による最賃審議会に対する要請行動を行うこととしますので、下記宛先への送付をお願いします。可能な限り、補助機関などの取り組みについても追求して下さい。要請書を送付する際、自治体当局のＦＡＸを利用しての要請行動は絶対に行わないで下さい。ＦＡＸによる送付が困難な場合は郵送して下さい。

　　なお、要請書案については、各地方本部へデータを送信します（道本部ホームページ組合員専用ページにも掲載いたします）ので、全ての単組・総支部へ配信いただき、各単組・総支部において取り組み願います。
①　送付先

※　郵送の場合

〒060-8566

札幌市北区北８条西２丁目1-1　札幌第一合同庁舎　９Ｆ

労働基準部　賃金課内

　　北海道地方最低賃金審議会　会長　道　幸　哲　也　様
※　ＦＡＸ送付の場合　　　ＦＡＸ　０１１－７５６－００５６

労働基準部　賃金課内

　　北海道地方最低賃金審議会　会長　道　幸　哲　也　様

②　取り組み期間　　　　　　発文が到着次第～７月３１日（木）
③　取り組みの報告
取り組みを実施した地方本部・単組・総支部においては、別紙１の報告書に基づき報告願います。
２　審議会の動向に合わせて第１合同庁舎前での昼休み集会の開催
　最賃審議会委員への要請と激励のため、以下のとおり昼休み集会を開催します。

（１）日　　時　　８月上旬　１２：２０～（約２０分間程度）
（２）場　　所　　札幌第１合同庁舎前（札幌市北区北８条西２丁目）南向き路上

（３）集会内容　　主催者あいさつ・決意表明など

（４）参加要請　　連合北海道より３０名の参加要請がありますので、在札単組・総支部において取り組むこととします。なお、集会日程が固まり次第、あらためて関係単組へ要請します
３　その他
　連合地協単位で街宣などの計画が提起されているところですので、各単組・総支部においては、各地協・地区連合への取り組みに結集願います。


（別紙１）
2014年度北海道最低賃金審議会への要請行動
取り組み報告書

単組名　　　　　　　　　　　　　　記入者氏名　　　　　　　　　　　　　

送付（ＦＡＸ）日　　　　月　　　　日　　　　　　　　　　　　通　

送付先：自治労道本部賃金労働部（ＦＡＸ：011-700-2053）
（別紙２）
北海道地方最低賃金審議会

会 長　道　幸　哲　也　様

北海道地域最低賃金の大幅な引き上げを求める要請書

超少子高齢化・人口減少が進行する中で、安心できる社会保障制度の構築に向けた道筋が不透明であることなどから、多くの国民が将来への大きな不安を抱えています。特に、消費税増税の影響や物価上昇の影響は、最低賃金近傍で働く人々の生活に深刻な影響を及ぼしており、労働者の生活を支える最大の柱である賃金のセーフティネットたる最低賃金制度の役割はさらに重要度が増しています。最低賃金の引上げによって賃金全体を底上げし、勤労国民が安心して暮らしていけるようにする必要性は一段と高まっています。
２００７年に「成長力底上げ戦略推進円卓会議」による合意、２０１０年「雇用戦略対話」における「できる限り早期に全国最低８００円を確保し、２０２０年までに全国平均１，０００を目指す」との合意により、この７年間で９０円の引き上げが行われ、北海道の最低賃金は７３４円となりました。
全国的には昨年の地域最賃改定後に、生活保護水準との乖離が残るのは唯一、北海道のみです。特に乖離額がある北海道は、働くことのインセンティブを高めるため、その乖離を速やかに解消し、全国最低８００円、 全国平均１,０００円に到達するための議論を早急に進める必要があり、その実現を通じて安心して生活できる賃金を約束しなければなりません。
今年６月に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針」及び改訂「日本再興戦略」の中で、全ての所得層での賃金上昇と企業収益向上の好循環が持続・拡大されるよう、中小企業等の生産性向上等の支援を図りつつ最低賃金の引き上げに努めるとされています。
現行の最低賃金は、法定労働時間フルに働いても、税込み月額１２万７千円程度、年額でも１５３万円程度にしかならず、物価上昇局面及び消費税増税の下で、これを上回る賃金上昇が必要不可欠となっています。
昨年度１５円引き上げ改定に伴う影響率は、全労働者で１３．５％、パートに至っては３３．０％となっており、北海道の非正規比率の高さ、最低賃金に張り付く低賃金体系となっていること、生活困窮の度合いが深まっていることが明らかとなりました。連合調査による「最低限の生活を保障する水準（リビング・ウェイジ）」として示された北海道の「時間給８９０円、月額１４５，０００円」にほど遠いものとなっています。
特に、非正規労働者比率が４割を超え、低賃金・最低賃金に張り付く賃金体系の北海道においては、地域経済の活性化と所得税収の確保、社会保障制度の維持・充実に向けて、納税を果たせる賃金の確保と、全体の底上げは重要な課題です。
２０１４年の北海道地域最低賃金の改定に当たっては、生活保護費との乖離は 昨年の答申を尊重し本年度で解消するとともに、働く者が経済的に自立可能な水準として、北海道地域最低賃金を１,０００円に改定するよう要請します。

２０１４年　　　月　　　日
                      　　　　　要請者（団体）
自治労○○市（町村）職員組合

執行委員長　○　○　○　○　　印
PAGE  
- 1 -

